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研究ノート
戦問期におけるI　C　I企業内労使関係の
再編成 “経営主導型”　「内部労働市場」
形成とビドーシステム導入をめぐって
（1）
杉暗　京太
1．はじめに
　本稿は戦問期のI　C　Iの企業内労使関係研究を行なううえで基礎となる問
題点に関する覚書をまとめようとしたものである。
　周知のように、I　C　Iは1926年12月、Brunner　Mond社、Nobel　Industries
社、United　Alkali社、British　Dyestuff社の四社合同により成立したイギリ
ス化学工業における一大独占企業である。同社は、Hannah氏がかねてより
指摘しているように、1920年代のイギリスにあって“経営革新”を行いえた
数少ない企業の一つである9）われわれもまた、I　C　Iを「多国籍」企業の先
駆的形態とみなし、1930年代の世界恐慌下のビヘイビアに注目してきた9す
なわち、I　C　Iはその合同の当初から、Bminghamの合成アンモニア新工
場による硫安生産を、アルカリ・一般化学製品から金属・革布にいたる同社
の多方面にわたる事業の最重点に据える戦略をとった。しかし、20年代末以
後の農業不況が世界的大恐慌と連動するに及び、同社の肥料需要の成長への
期待は裏切られ、逆にその最重点部門が最大の遊休・不採算部門に転化する
という危機に直面することとなる。この期に及びI　C　Iがとった経営戦略は、
国際カルテルによる価格維持政策や、あるいは国家保護への全面的な依存と
いう、従来独占体特有とされたビヘイビアに終始することなく、むしろ多角
化・「多国籍」化という積極的な事業展開をとったところにその特徴があった。
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勿論その背景には、中間生産物を種々の最終生産物に転換しうる化学工業の
技術的特性があり、それが合成アンモニア工場への投資を救済しえた点も否
めない。しかし同社の多角化は、むしろこの時期の化学技術の発展と相侯っ
て、有機化合物開発をも含めた攻勢的なものであった。またそのような技術
開発力の相対的優位性が、イギリス帝国圏内及び南アメリカに子会社をおき、
現地生産を拡大し技術移転をはかるという「多国籍」的展開をも可能にして
いったのである。総じて、1930年代のICIのビヘイビアは、ドイツIGの
攻勢から帝国圏を防遇し、同時に新興工業国の輸入代替化政策やDu　Pont
との特許協定にも対応しなければならないという一連の受動的な契機を内に
含みながらも、それらに果敢に答え、経営資源の企業内移転を積極的に行な
うことにより、世界恐慌による価格デフレ効果の軽減を図っていったといえ
るのである。
　さて、このようなI　C　Iの資本蓄積の軸をなす労使関係はどのようなもの
であったのか。それは世界恐慌の過程においてどのように改編されたのか、
その問題に答えるために、基本的な構図を描き、論点の所在を整理すること
が、本稿の課題である。
　従来のイギリスの戦間期研究にあっては、この労使関係の具体的問題は、
長い問閑却されつづけてきた領域であった。経営史研究においては、労使関
係は企業史の内部に埋もれて、その全般的な特徴を解明するにいたらなかっ
たし、汗牛充棟の労働史・社会政策史研究の中においては、企業は景気変動
に応じて労働力を吸収・排出する市場の“点”であり、最大限利潤追求のた
めに、たえず賃金カットの機会を狙う抽象的な“資本”としてしか位置づけ
られてこなかった。多くの場合企業レベルでの労と梗の関係は、ブラックボ
ックス内の問題とされてきたといってよい。勿論こうした傾向は、歴史研究
としての戦問期イギリス研究についてのみいえることであって、現状分析の
領域においては、ドノバン委員会報告以後、企業内労使関係の解明が重要な
課題となったことはあらためて言うまでもない讐）ところが、近年、戦間期ア
メリカの経営管理・労務管理に関する研究の進展をうけて、あらためてこの
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時期のイギリスの企業内労使関係の動向に着目する動きがおきている。そも
そも、戦間期イギリスの経営管理史研究の遅れは、この時期のイギリスに実
体的な経営管理が果たしてあったのかという問題も介在していたのであるが、
この新しい動向は、その点も含めて歴史的に逆のぼりつつ整理しなおそうと
する試みであるといってよい蟹）
　本稿は、この新たな試みの代表的なものとしてGospel教授の論文をとり
あげ、その論旨を追いつつ、今後のわれわれの研究にむけての問題点を提示
することを主要な課題とする。あわせて、戦間期における企業内労使関係の
再編の重要な事例をなすI　C　Iの場合について、とりあえず二次資料に依拠
しつつ、今後の分析にむけての作業仮説を析出していきたい。
2．研究史をめぐって
　（1）　Gospel論文の意義と間題点
　Gospel教授の論文の中で、ここでとりあげるのは、“The　development　of
management　organization　in　industria豆relations：a　historical　perspective”（K．
ThurleyとS．Wood共編のIndustrial　Relations　and　Management　Strategy所
収）である曽）表題のごとく、経営戦略＝組織の展開と絡めて、労使関係をと
りわけ労務管理の面から歴史的に説こうとするところにその特色があるが、
その趣旨をまとめると、’ほぼ以下のようになるであろう。
　まず労務管理の歴史的発展として前貸問屋制一工場制度の成立、その下で
の内部請負制の広汎な存在から直接雇用制への漸次的移行が語られる。工場
制度の成立については、Marglinの統制論とWilliamsonの取引費用軽減論
を引きつつ、そのいずれも検証不能としながらも、技術的要因・効率性だけ
でなく社会的要因の重要性を認めてMarglinに接近している。次いで工場制
度の成立後は、経営者が労務管理を委託し、直接責任をとらないという問題
が生ずる。内部下請制や助手制度（helper　system）では、親方や熟練工が労
務管理を請負い、直接雇用制度が普及し始めた後は職長が入職・賃金・解雇
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について絶対的権限をもつようになる。職長の権限が制限されるようになる
のは、一方で労働組合の交渉力が強化され、他方で経営者が職長の権限を分
解・削減し、計画部等による直接管理を強化する方向に踏み出してからであ
る。しかし、イギリスでは、第一次大戦にいたるまで、職長を組みこんだ経
営システムの創出を適切に行いえなかった。むしろ19世紀末以後顕著であっ
たのは、個々の企業内部における経営組織の改編よりも、新組合主義による
労働組合運動の高揚に対抗するための雇用者団体の結成と組織化が進んだ点
であった。その過程で、経営権の確立がうたわれる一方、争議調停機関や団
体交渉が制度化され、大戦前までは主に地方レベルで、大戦後はさらに全国
レベルでの交渉へと統合されていったのである。しかしこのことは逆に、賃
金決定、労働・雇用条件、紛争処理をめぐる問題が企業の枠外で決定される
ことを意味したから、上層経営者は職場管理を職長に委託したように、組合
との交渉は雇用者団体に依存し、労働問題に直接干与することを避けるよう
になった。この結果、経営内部組織や、企業レベルでの労使関係戦略の展開
は、イギリスでは大幅に遅れることになったのである。
　勿論このような委託管理システムを強調するあまり、割増賞与制の導入等
により新しい管理職が生まれ、中問管理機構が肥大してきたことを否定する
ことはできない。これは第一次大戦後かなりの展開をみせたといえる。例え
ば福利厚生の面でもクゥェーカー教徒の食品工業工場主たちの温情主義経営
の伝統は、第一次大戦を契機に広がる傾向をみせた。労働者の嫌悪、職長の
懐疑、経営者の逡巡にもかかわらず、厚生職員数は増加し、福利厚生は次第
に人事管理の一環としての性格を持つに至る。同時にこの時期には、能率給
の普及にみあう賃金管理体制も整備され始め、組合との交渉や協約作成にも
参加する人事管理担当役員も生まれるようになったが、その普及は第二次大
戦をまたなければならなかった。
　さて以上の要約は、ほぼこれまでの研究で明らかにされていることであり、
とりたてて新しいものとはいえな魂Gospel論文のオリジナリティはむし
ろ20年代イギリスの企業合併研究に依拠しつつ、大企業の経営形態における
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複数単位企業（multi－mit　enterprise）の増加を確認したうえで、これら
を連合組織（Federal　Structure）と集権的組織（Centralized　Structure）に分
類し、Chandler氏の「組織は戦略にしたがう」という命題に立脚してそれ
ぞれの労務戦略と企業内労使関係の関連を解明しようとした部分にある9）す
なわち、イギリス大企業全般にみられる、持株会社を中心とするゆるい連合
組織の場合は、経営革新が遅れる傾向があったが、労務管理においても、初
期の委託管理の延長線をこえていなかった。つまり本社人事管理部は依然と
して未熟であり、現場では職長が、場合によっては職場委員と交渉しながら
労務管理を行った。その意味ではこの型の労使関係は実際には相互依存
（mutual｝ty）の意思決定に依拠していたといえる。
　これに対して20年代に生まれた少数の大企業には複数事業部制のものがあ
らわれたが、そこでの労務管理構造は戦略に応じて分権化と内部化・集権化
の選択がなされた。I　C　Iは集権化の典型的事例であった。1927年中央労務
部を設置して以来、賃金・労働条件の変更や組合との交渉等主要労務政策の
立案は一括して本社の専権事項となり、子会社や工場の労務部はこれらにつ
いて独立性をもたず、その決定権は採用・解雇、余暇活動、労使協議会の運
営、その他ローカルなレベルの問題に限定されていたのであった。
　このような中央集権的労務管理組織のもとで、新しい施策が次々と展開さ
れた。工場協議会設置と同時に、労働組合との関係制度化がはかられ、また
従業員持株制、職員待遇制度につづ》・て、30年代には企業内統一賃金体系の
構築が行われた。そしてこれら一連の内部的人事管理と集権的労務政策展開
の結果として、1930年代半ばにI　C　Iは、化学工業の雇用者団体から脱退し
たのであった。
　その後1960年代になっても、この種の集権的構造に立脚した労務管理政策
を行う企業はまれであったが、この集権的構造は、長期的労務政策をすすめ、
計画的・総合的賃金構造と内部労働市場政策を推進し、組合との問に官僚的
関係をつくりだすことを可能にした。しかし、あまりに集約化された構造に
対して、60年代に入ると、工場レベルでの労働慣行の是正や生産性向上のた
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めの交渉がもたれるようにもなった。これらは集権化の弊害を分権的構造に
よって是正しようとする試みであったが、これとても全社的に統合された中
で行われる場合が普通であった。
　以上のようにGospe1論文は、労務管理構造の発展を歴史的に辿ることで
それが主要な産業や企業の発展段階にある程度対応したものであることを明
らかにしたが、同時にその変化の速さや産業全体への波及の度合については
疑問を呈している。むしろ今日でも、これら時系列的発展の諸段階における
労務管理形態が、前貸問屋制をも含めて混在していることに注目したうえで、
それが個々の企業・経営者の戦略の選択に対応したものであり、戦略と組織
は相互依存的なものとして個々の経営行動を規制しているとするのである。
　さて、長々とGospel論文の内容を紹介してきたが、この論文の積極的意
義は、イギリスの経営史と労働問題研究の接点にあって奇妙な研究面での空
白をつくりだしていた企業内労使関係の領域に関して、端緒的とはいえ系統
的な分析を試みた点にある。その重要なポイントは、第一に、労務管理の史
的発展における段階性に着目したうえで、様々な経営形態の発展と同様に、
初期的形態が必ずしも淘汰されず、重層的に存在するとした点である警）第二
は、イギリスにおいて大企業形成と経営革新が進行しはじめたとされる1920
年代以後について、Chandlerの命題を援用しつつ、経営組織の構造と労務管
理戦略の関連を把握しようとした点である曽）
　この二点はまたそれぞれ、いくつかの問題点を内包している。例えば第一
の問題についていえば、Gospel論文では十分明示されてはいないが、資本
蓄積の段階性や経営形態の発展と、労務管理形態移行との関連が問われるこ
とになろう。しかしこの問題は、行論では「内部労働市場」論との関連で若
干ふれるにとどめ、総合的な考察はまた別な機会をもちたい。本稿の目的が、
戦間期におけるI　C　Iの企業内労使関係再編の意義を、主として分析方法の
検討をつうじて明らかにすることにあるからである。
　ここではむしろ第二点がより重要であるので、論文に即して問題点を提示
しよう。それは、　「組織は戦略に従う」という際に、ここでの労務管理の戦
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略目標が明示されていないという点である。Gospel氏は他方で、「労務管
理は経営者にとって重要な中問目標（intermediate　goa1）でしかないにせよ、
異なる環境の中で、ある特定の組織がより適合的でありうる」し、「長期的
に内部的集権的組織に向う傾向がある」と述べている（1①が、ここでも実際に
は、戦略と組織の関連づけはChandler氏のようには成功していないように
思える。例えば、この集権的組織の長所として、労務政策の長期計画化、計
画的・整合的賃金構造、内部労働市場政策（intemal　labour　market　policies）
を可能とし、労働組合関係を官僚化できるとしている（11）が、実はここでは
Chandler氏ほどには、「経営管理方式と市場との密接な関係」（1aについて
関心が払われていないからである。つまり、Chandler命題の労務管理政策
への応用という斬新な問題設定を行いながら、実際には“戦略”は“組織”
形態を通じて逆に説かれているにすぎない。しかも、本来は“戦略”が媒介
している“組織”と“市場”の関係の一方を捨象してしまっているため、結
果的には経営組織形態を労務管理政策の特徴づけに適用するにとどまってし
まっているのである。Gospel論文が、機械工業を典型とする「外部労働市
場」と、化学工業のような新型装置産業にみられる「内部労働市場」形態の
相違を明示していれば、両者における経営組織の差異もより明らかになった
と考えられるし、鉄鋼業の中間的位置も明確になったにちがいない。換言す
れば、労働市場と経営組織の相互関係を明らかにすることは、労使関係を規
定している経済・技術的要因も明示しうることにほかならない。もちろん、
このような問題点は、限られた紙幅の中でまとめられているGospel論文に
対して“ないものねだり”の注文ということになるかもしれないが、I　C　I
のような巨大企業内部の労使関係を分析するうえで避けては通れない関門で
あったといえる。そして逆に、労働市場の型の析出が行われてさえいれば、
I　C　I型労務戦略のイギリスにおける例外性も明示されえたと考えられるの
である。
　しかしながら、労働市場論については、いくつかの議論が存在する。した
がってわれわれとしても、いわゆる「内部労働市場」をめぐる研究の中から、
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そこにおける問題の所在と分析の枠組を確認する作業を行なうとが不可欠と
考える。次にこの問題をとりあげることにしよう。
　（2）　「内部労働市場」論をめぐって
　「内部労働市場」をめぐる議論としては、氏原教授・隅谷教授の年功的労
使関係研究の流れを汲みつつ、独占資本段階における一般化を試みた小池教
授をはじめ神代教授・津田教授の一連の研究と、ほぼこれと時期を同じくし
て、アメリカで形成されたDoeringer氏とPiore氏らによる「内部労働市場」
論とが存在する野それぞれ日本とアメリカの現実に立脚したものにほかなら
ないが、イギリスにおけるそれは、鉄鋼業などのごく一部の事例をのぞき、
ほとんど取りあげられてはこなかったといってよい。これはあらためていう
までもなく、イギリスにおけるクラフト・ユニオンの成立とその供給独占に
立脚した規制力が、企業間を横断した労働市場において「同一労働同一賃金」
による標準的賃金率の形成を可能にしてきたことによる。それは「内部労働
市場」との対比でいうならば「外部労働市場」とでもいいうるような、企業
にとっては外在的な労資間の取引に立脚していた響戦後の日本の労働問題研
究は、このようなイギリスの横断的クラフト・ユニオンを基準に、「企業別
組合」や「年功的労使関係」によって特徴づけられる「日本的労使関係」を
分析することに、大きなエネルギーを傾けてきた。これにたいして、「日本
的年功序列制」の諸特徴を独占資本段階においてみられる普遍的形態として
把握することを試みたものが小池・神代説であり、一方Doeringer氏とPiore
氏らが析出した「内部労働市場」を「アメリカ的年功制」とし、そこにおける
「日本的年功制」との共通性を確認したものが隅谷教授の「日本的労使関係
論の再検討」であったといえよう即しかし、同論文においても、「イギリス
の場合には、クラフト・ユニオンによって確保された職場における労働者の
権利が、本質的に崩壊することなく、今日に至っているために、古典派的な
労働市場のモデルがかなりの妥当性をもち、企業内労働市場の年功的関係が
発展していないわけである。」⑯とされており、「イギリス的年功制」の存
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在は事実上否定されている。しかし付言すれば、イギリスにおいても「内部
昇進制」の存在は認められていないわけではない。鉄鋼業や化学工業の事例
があげられているからである蟹しかしこれらも、その成立過程についての実
証を欠いているため、説得的とはいえない。その意味からも1920年代の時期
においてI　C　Iのような大企業における「内部労働市場」形成が確認される
ならば、それは意味を持ちうるといえるのである。
　さて、イギリス化学工業における「内部労働市場」形成を、アメリカや日
本における「内部労働市場」形成との関連で説くには、その概念を整理して
沿くことがまずもって必要といえる。なぜなら、これまで瞥見した限りにお
いてもこの「内部労働市場」は、論者により微妙にその内容を異にしている
からである。例えば隅谷教授は「日本的年功制」の側からアメリカ的「内部
労働市場」の類似性を「広義の年功制」として把握されているのに対し、小
池教授の場合は年功による“内部昇進”そのものに重点がおかれるといった
具合である。このような概念上の差異を確認するに際し、まず日本的なかげ
を負わないDoeringer氏とPiore氏の議論からみることにしよう。そこでの
「内部労働市場」とは以下のようなものであった。
　即ち、その骨子をのべれば、企業ごとに技能が特殊化し、作業の習熟がO
J　Tを通じて行われるようになると、それらの作業を規制する慣行が企業内
に成立する。職務階梯が生じ、欠員補充が先任権によるようになるに従い、
その「内部労働市場」は安定化する。労働者は雇用の安定性に、雇用者は募
集や訓練費用削減にメリットを見出すため勤続が長期化し、「内部的賃金構
造」と「終身雇用関係」が生じるようになる。しかも、こうした「内部労働
市場」は労働市場の分断による二重構造化によって支えられているというの
である蟹
　隅谷教授はアメリカにおける「内部労働市場」のこうした諸特徴が、　「従
来の伝統的経済学が前提し、われわれもそれが西欧的労働市場、労使関係ゐ
姿と考えてきたものとは根本的に異っており、むしろ、これまで日本的労働
市場の特質とされ、日本的労使関係として指摘されてきたものと、本質的に
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類似のものである」という認識に立脚して、このような「広義の『年功制』」
は「独占段階において形成される労使関係である」（1⑨とされたわけである。
　さて、早くから企業内における内部昇進制を独占資本段階における特性と
みなしてきた小池和男教授の場合をみよう。すでにその初期の著作『賃金』
の中で、Dunlop氏やLivemash氏らの成果を摂取しつつ、独占資本段階に
おける大量生産方式という生産力の特質が、細分化された一連の職務を職務
群として、経験的・知的熟練形成を行なう半熟練的労働力を生み出すとされ
ている響「要するに、独占的大企業基幹部門の労働力は、多少とも企業的性
格をもち、長期雇用のための個別企業との結びつきを深めている、と考えら
れる」（21）というのである。こうした独占資本段階への着目、その資本蓄積に
適合した労働力タイプとしての内部昇進制と、それをもとにした企業レベル
中心の労資関係諸制度という視角はその後も一貫し、それが「内部昇進制に
よる日本的労資関係の先進性論」（22）の土台となっているといえる。このよう
に小池説においては、「内部労働市場」論は、端的にいえば「内部昇進制の
労働力タイプ」とその昇進ルールを規制するものとしての年功制という二つ
の基礎概念によって成立していると考えられよう。われわれとして注目すべ
きことはへDoeringer・Piore説に「労働市場の分断」についての問題意識が
色濃く滲み出ている（23）のに対し、小池説では“内部昇進制”への議論の純化
が進み、そのことが逆に、前者が現象面からの制度の静態的把握にとどまっ
ていたのに対し、後者においては、職場レベルでの昇進ルートの“規制”と
いう動的要因へと一歩ふみこむことを可能にしているという点である（邑4）し
かし小池教授も、一方では日本的“年功”にとらわれすぎているといえるか
もしれない。小池教授がいわれるように「同じ内部昇進制タイプのもとでも
規制の強度はさまざまでありうる」（251とすれば、そこに生ずるであろう諸類
型の内容をもう少し問う必要があるであろう。
　これと関連してあらためてとりあげるべきは、神代和欣教授の「独占段階
の労働市場構造と年功制」である。ここでは関連する点として、同論文が示
した米英の独占段階にみられる職業内部の昇進・昇給制の類型化についてふ
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れよう。神代教授は同論文の第二章（8）の「暫定的結論一職業内部の昇進制に
おける諸理念型」において次のように述べられる。
　すなわち「（1優秀なる能力による昇進、（2〉徒弟規制による熟練工養成が併
存するばあいは、それによる職業内部の昇進の制限（徒弟優先）、の二点を前
提とするのが、少なくとも19世紀末までの（今日にもその名残りを多く残し
ている）イギリスにおける職業内部の昇進制の特徴であった。おそらくは、
この点は1930年代までのアメリカの、組織化された産業についても妥当する
であろう。これに対して、1930年代後半以後のアメリカ、とくに大量生産工
業部門においては、『昇進要求権を構成するものとしての年功の概念そのも
の』が労働組合運動の内部に登場し、　『昇進侯補者中最長勤続者を選ぶとい
う観念』が登場したといわねばならない。けれども、そのばあいにおいても、
『単なる年功による昇進』はきわめて稀であった。　『十分なる能力』と『必
要な資格』は、組合の規制のもとにおいてではあるが、いぜんとして『単な
る年功』が機能するための必要な前提条件となっている」というのである。
そしてわが国の年功制度は、「『単なる年功による昇進』あるいはさらに、
昇進とは無関係な『単なる年功による昇給』、しかも『僅かばかり』ではな
い本給の昇給が普遍性をもっている」という点で、またアメリカ型年功概念
とは異質な年功概念をもつという点で、「イギリス型ともアメリカ型とも異
なる別個の理念型を構成している」（26）とするのである。
　以上のような理念型の提示を翻ってみれば、ひとくちに“内部昇進制”と
いう際にも、その昇進の基準をどこにおくかで、勤続年数と能力という異な
る契機を内にもつことがあきらかになる。Doeringer・Piore論文が、“水平
的差別化”　（Horizontal　Differentiation）として考課賃率（merit　rating）
と割増制（incentive　systems）をあげたうえで、前者が次第に勤続年数に
対応したものへと移行していくとするのも（27）、賃金面におけるこの二つの契
機を示すものといってよいであろう。勿論、この二つの契機は互いに相矛盾
する関係にあるというものではない。氏原教授が「『生活給』思想の日本的
特質」でいわれるように「定期昇給に表わされている勤続年数の重視がもっ
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ていた意味」は、　「第一には、勤続年数が増せば、それだけ職務上の経験、
とくにその企業における経験が増し、職務能力も責任能力も一般に増大する。
したがって、勤続年数に応じて賃金率が差別付けられるのは当然」というこ
とであり、　「第二には、長い勤続年数の間忠実に勤めあげればそれだけ企業
に対する功労が大きいわけであるから、それに対して相応の報償が与えられ
るのが当然だということ」で、その意味では「年令と勤続年数とは、不十分
ではあるが従業員の能力評価の尺度として使用されている」からである。し
かし、このような「年功制賃金」では、　「賃金と労働とは直結せしめられて
いない」という点で、容易に「恩恵」へと転化する可能性をもっているとさ
れるのである（28）。
　以上のように、「内部労働市場」をめぐる議論のうちのい‘つかをふり返
ってみた時、そこに含まれる契機について考えてくるならば、われわれは以
下のような“仮説”に辿りつくといってよい。
　すなわち、日本的「内部労働市場」論は、日本的現実に立脚することで多
かれ少なかれ「年功制」と密接に結びついていた。しかし「年功制」という
概念には、本来、勤続年限と能力という相異なるモメントが混在している。
この両者は決して相矛盾するわけではないが、全く同一のものであるわけで
もない。したがってこの両者を切り離し、別個の契機とみなせば、その両者
は“内部昇進制”において相異なる昇進の基準とみなすことができる。この
昇進基準のどちらに重点をおくかを横軸とし、縦軸に、この“内部昇進制”
を規制する主体をとれば、“内部昇進制”は、その規制主体と昇進基準によ
って四つに類型化される。それが下の図である（29〉。この“仮説”では「内部
労働市場」は、固定資本の巨大化と技術の細分化・企業内特殊化にともなう、
企業内昇進による労働力形成が前提となる。その意味では、小池説を踏襲す
るものであるが、年数と能力を区別することにより、恣意的昇進や、選挙に
よる共同決定型の昇進も類型化することが可能となった。勿論、そのような
場合、長期雇用のメリットに疑問が生ずることもあろう。しかし、昇進や賃
金の定期昇給が保障されていない場合であっても、長期雇用は十分保障され
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るといわなければなるまい。第一に賃金体系そのものが、Doeringer・Piore
論文のいう二次市場から“離陸”している場合である。第二に、この図の外
枠が意味する福利厚生と付加給付による企業問の差別化である。これらが充
実するならば、昇給がない場合にも、労働力の横断的移動は多分に制約され
ると考えられよう830）
　さて、われ
われは、「内
部労働市場」
をめぐる議論
の検討を通じ
て、とりあえ
ず“仮説”と
しての四類型
年功昇進 〈　　　選抜昇進
経
（温清経営型） 営　　（経営支配型）V〈勤続年数＞ 〈能力＞
先　任　権 〈　　　選挙昇進
労
（組合規制型） 働　　（共同決定型）V
福利厚生・付加給付
をつくりあげてきたが、これらはとりもなおさず、イギリスにおける「内部
労働市場」形成、なかんずく、I　C　I型大企業における労働市場「内部化」
の分析をするための予備作業の一過程であった。しかし、これらの四類型は
未だ静態的であり、その相互的改編と移行の契機をとらえきれていない。そ
れらを労働過程管理という内的要因と、経済・技術的な外的要因との関連で
明らかにするのが次の課題である。それらの重層的関連を通じてはじめて、
Gospel論文が試みた「組織と戦略の有機的連関」も十分解明しうることに
なろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下次号）
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（22）小池，前掲『職場の労働組合と参加』239頁。
（23）　MichaelJ．Piore，“Dualism　as　a　response　to　flux　an（i　uncertaintジ，in　D％観s獅伽4
　　1）‘so伽励％吻伽血伽s師αi　So‘観∫6s，ed．by　Suzanne　Berger　and　Michae口．Piore
　（Cambridge：Cambridge　U．p．，1g80）Chap．2も参照。
（24）小池，前掲『職場の労働組合と参加』225頁。ただし小池教授の場合にも労働力
　のタイプの問題として市場の重層にふれられていることは注意する必要がある。
（25）同書，227頁。
（26）神代和欣，前掲論文「（一）」24号（1961年3月）55頁。しかし神代教授も，
　　日本的「年功制」に基準をおかれているため，「単なる年功による昇進」か，「
　十分なる能力」による昇進かという契機の相違を類型化に十分生かしきれておら
　れないように思える。
（27〉P．B．DoeringerandM．∫．Piore，o弥6琵，p．70．Doeringer・Piore説では，プラント
　内での職務間の垂直的賃金格差をならす働きをもつものとして水平的，すなわち
　同一職務内の考課及び割増制を想定し，これらによって「内部賃金構造」が成立
　　しているとするのである。このような賃金管理における「年功賃金的な基本給と
　能率の論理をいかにして調整するか」という課題の提示は，大東英祐「労務管理
　一戦前の労働力管理を中心として一」　（宮本又次，中川敬一郎監修『日本経営史
　講座第5巻日本的経営』日本経済新聞社，1977年，所収）にも見られるが，注（28）
　　も参照されたい。
（28）氏原正治郎「賃金体系の一考察一生活給と能率給一」第一節（氏原，前掲書所
　収）は年功と能力の問題を最もはやくとりあげた論文と考えられるが，年功賃金
　は「企業が従業員に一方的に与える恩恵」であるとし，前近代的であるとの認識
　に立脚されている（118－119頁〉。われわれとしては，イギリス的「内部労働市場」
　をも包摂する理念型を整理する必要があると考える。なお，昇進における「能力」
　の評価と，個々の作業における「能率給」が直結しないことはいうまでもないが，
　恣意的昇進によらず客観的基準を基礎とするには，課業管理による能率給が不可
　欠の前提となるであろう。
（29）ここではとりあえず四類型として区分したが，むしろ四象限として，類型間と内
　部に広がりをもたせることも可能である。その場合，原点付近に労使協調の「共
　同体類型」というものも考えられよう。ただし，縦軸，横軸を単なる区分線とし
　てでなく，量的に拡張するものと想定した場合には，経営側と労働側で評価する
　　「能力」の尺度が当然，問題として生じてくることにもなるであろう。要するに
　この類型化の意図するところは，日本的な「年功的労使関係」の内にあった，勤
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　続年数と能力という，昇進に際して相異なる契機を区別し，その両者を経営一労
　働の相互的規制関係によって位置づけることを試みた点にある。
（30）このような賃金体系の“離陸”と福利厚生施設の展開の日本の事例については，
　兵藤釧『日本における労資関係の展開』東京大学出版会，1971年，第2章第3節，
　　第3章第4節などを参照。しかし，そこでの「経営家族主義」は，ここでの二点
　　に限るならば，日本だけでなくアメリカの厚生資本主義や，イギリスのパタナリ
　　ズム的伝統の中にも見られるものである・このようなパタナリズムは，クラフト
　　ユニオンによって，友愛組合以来の自律的共済機能富文化を冒すものとして嫌悪
　　されたことはよく知られている。しかし，労働市場の「内部化」そのものが，単
　　なる内部昇進と「年功的賃金」のみによって成り立っているのではなく，その前
　提として，福利厚生の企業間の“差別化”という枠組を伴いつつ生成してきたと
　　も考えられる。従来の「内部労働市場」論はその点を軽視してきたといってもよ
　　いであろう。
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